
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 11 友好都市交流事務
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 多文化共生

主管課名 秘書課 課長名 近藤　諭一郎
この事務事業の開始時期 平成８年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成７年２月に友好提携した米国インディアナ州コロ ・状況
ンバス市との交流を行う。 コロンバス市からの賓客及び高校生訪問団の対応を行
隔年でコロンバス市の高校生がみよし市を訪問し、ホ っている。
ームステイ等を通じて日本の文化・習慣を学び市民と ・必要性
の交流を図る。 異文化への理解と友好都市交流は、豊かな心を育むま
「ＳＤＧｓの取り組み：４，５，１０，１７」 ちづくりに重要であり、市としての事業である。

当初の計画では、令和２年度はコロンバス市の高校生来訪団及び市民来訪団がみよ
R2年度に実施した具体的な し市を訪問、

令

また、みよし市市制施

和

行10周年記念事業と

 

して、市民及び高校生

3

をコ
事業の方法、手順

年

、指標に対す ロンバス

度

市へ派遣予定であった

（

。
る成果等 しかし、新

2

型コロナウィルス感染

年

症流行の影響により、

度

いずれの事業も中止し

実

た。

事務事業を取り巻

施

く状況は過去と比べ変

分

化しているか (1)活

）

動指標（事務事業の活

事

動量を表す指標）

新型

務

コロナウィルス感染症

事

流行の影響により、コ

業

ロンバス 名称 単位
市高

目

校生及び市民来訪団の

的

来訪、みよし市高校生

評

及び市民 ① コロンバス

価

市からの賓客が来訪し

表

た回数 回
変 化

派遣団

様

の派遣について、いず

式

れも中止。 ② 負担金の

1

支払い先 団体
内 容

対

-

象(この事業の対象、

1

範囲となる人、物) (

記

2)対象指標（対象の

入

大きさを表す指標）

市

日

民 名称 単位
① 人口 人
②

令

目的(この事業によっ

和

て上記対象をどのよう

0

な状態にしたいのか)

3

(3)成果指標（目的

年

の達成度を示す指標）

1

国際交流の知識や必要

2

性を理解し、国際協力

月

意識が向上する 名称 単

0

位
① 国際交流ボランテ

7

ィア登録者数 人
②

結果

日

(上位基本事業の意図

１

) (4)結果の成果指

事

標（上位基本事業の成

務

果指標）

自主的な交流

事

活動をしてもらう 名称

業

単位
① 国際交流事業が

の

重要だと答えた人の割

現

合 ％
② 国際交流事業に

状

満足だと答えた人の割

　

合 ％

事務事業の各種指

Ｐ

標の実績と見込及び目

Ｌ

標

H31年度 R2年度

Ａ

R2年度 R3年度 R4

Ｎ

年度 R5年度 R6年度

及

指標 ＼ 年度 単位
実

び

績値 計画値 実績値 計画

Ｄ

値 目標値 目標値 目標値

Ｏ

(1)の ① 回 2 2 0 2

事

2 2 2
活動指標 ② 団体

務

3 0 0 0 0 0 0
(2)

事

の ① 人 61,153 6

業

1,040 61,04

名

0 61,236 62,

N

100 62,360 6

o

2,620
対象指標 ②

.

(3)の ① 人 45 47

1

51 53 55 57 59

1

成果指標 ②
(4)の結

友

果の ① ％ 54.5 56

好

56.3 58 60 62

都

64
成果指標 ② ％ 37

市

.1 39 31.1 41

交

43 45 47
予算費目

流

会計 01 一般会計 款

事

02 項 01 目 01

コス

務

ト 年度 H31年度 R2

政

年度 R2年度 R3年度

策

R4年度 R5年度 R6

こ

年度
実績値 計画値 実績

の

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
事業費(決算又

務

は予算額)Ａ 単位 10

事

6 9,048 3 1,0

業

63 2,149 80 1

施

,042

財
源
内
訳

 国

策

庫支出金 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
 県支出金 千円

位

0 0 0 0 0 0 0
 地方

置

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

基

 その他 千円 0 4,0

本

00 0 0 0 0 0
 一般

事

財源 千円 106 5,0

業

48 3 1,063 2,

主

149 80 1,042

管

人件費Ｂ 千円 4,33

課

2.6 5,179.2

名

2,838.6 2,8

課

38.6 3,984 3

長

,187.2 3,98

名

4
正職員従事時間×人

こ

数 時間×人 435× 3

の

520× 3 285× 3

事

285× 3 400× 3

務

320× 3 400× 3

事

正職員以外の人件費 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
その

の

他の費用Ｃ 千円 0 64

開

0 0 64 0 64
トータ

始

ルコストA+B+C 千

時

円 4,438.6 14

期

,291.2 2,84

事

1.6 3,901.6

務

6,197 3,267

区

.2 5,090
単位あ

分

たりコスト ① 千円/人

法

0.1 0.2 0 0.1

定

0.1 0.1 0.1
（

受

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

託

)の対象指標）② 千円

事

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

いう目的を今後も継続

業

していくため。
事業進

名

展等による環境変化 □

N

ある
に伴い、目的を見

o

直す（目
その理由

的の

.

追加・拡充又は絞込）

1

必要はありませんか？

1

■ ない

有
効
性

コロンバ

友

ス市高校生来訪団の受

好

入れについて、ホスト

都

ファミリーの募集を全

市

中
今以上に事業の成果

交

を向上
学生に案内する

流

ほか広報等を使い、市

事

民に幅広く呼び掛ける

務

。
させる方法を記入し

２

て下さ

い。 内　容
※(

評

3)の成果指標を向上

価

させる

　ことはできま

　

すか？

みよし市民とコ

Ｃ

ロンバス市民の相互の

Ｈ

交流を深めることがで

Ｅ

きている。
目的達成状

Ｃ

況 内　容

□民間への一

Ｋ

部委託 □民間への全部

目

委託
市関与の必要性 □

的

指定管理 □補助金・負

妥

担金助成 ■市の直営
内

当

　容
　（実施手法） 友

性

好都市コロンバス市と

こ

直接連絡を取り合い、

の

交流を進めるのに必要

事

な調整を
行うため。

効

業

率
性

令和２年度から、

の

友好都市交流と多文化

必

共生の事業目的を明確

要

にするため、国
事務事

性

業の統廃合により、
際

は

交流に関する庶務を多

薄

文化共生推進事業に一

れ

元化し、協働推進課所

て

管とし、
事業の効率化

得

を図り、成果
内　容 友

ら

好都市コロンバス市と

れ

の交流事業のみ秘書課

て

所管とする。
を向上さ

い

せる方法を記入し

て下

る

さい。

引き続き事業の

い

進め方について、効果

ま

的・効率的な事業費、

せ

人件費の執行に努
現状

ん

より事業費・人件費を

か

める。
削減する方法を

。

記入して下

さい。（仕

十

様の変更、外部 内　容

分

委託、従事時間の削減

な

等は

できないか？)

公

成

平
性

直接的な受益者は

果

いないため
□ ある □ 現

が

状で適正
受益者負担は

理

ありますか？

また、受

　

益者負担割合は適 □ な

由

い □ 検討が必要 内　容

得

正ですか？
■ 受益者が

ら

いない

３
改
革
改
善
案
　

れ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特になし

て

特になし
事業実施上の

い

課題、住
民・議会等か

ま

らの意見 意　見 対応策

す

と対応策

新型コロナウ

か

イルス感染症拡大の影

？

コロンバス市高校生来

得

訪団の来訪団
R3年度

ら

の事業計画は前 変　更

れ

響により、コロンバス

て

市高校生・市 の来訪中

い

止。
年度から変更・追

な

加は 前年度 ・
民来訪団

い

の来訪中止。みよし市

事

高校
あるか 追　加

生・

業

市民派遣団の派遣中止

進

。

今後の事業・コスト

展

・成果の方向性 今後の

等

事業の方向性、改革・

に

改善案
※今年度からの

よ

具体的な事業の進め方

る

、手段の見直し等、各

環

方向性の内容

　　　　

境

　　　　　□　拡大 コ

変

ロンバス市から隔年で

化

高校生が来訪している

あ

が、令
　　　　　　　

る

　　□　改善 和２年度

に

及び３年度は新型コロ

伴

ナウィルス感染症流行

い

　　　　　　　　　□

、

　現状維持 の影響によ

対

り中止となった。
　　

象

　　　　　　　■　縮

を

小 状況が回復した場合

見

、令和４年度は来訪予

直

定。
　　　　　　　　

す

　□　統合
　　　　　

（

　　　　□　完了
　　

拡

　　　　　　　□　廃

そ

止・休止
コストの方向

の

性
　　　　　　　　　

理

↑　増加
成果の方向性

由

　　　　　　　　　↑

大

　増加

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 11 友好都市交流事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

みよし市民とコロンバス市民の相互の交流を深めることがで
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

きている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国際交流（友好都市交流）の対象は全市民としており、事業の必要性
事業進展等に

様

よる環境変化
□ ある 等

式

から、見直しは必要な

1

い。
に伴い、対象を見

-

直す（拡
その理由

大・

2

縮小）必要はありませ

事

■ ない
んか？

異文化交

務

流や国際理解の向上と



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 130 多文化共生推進事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 多文化共生

主管課名 協働推進課 課長名 山田　浩昭
この事務事業の開始時期 平成22年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市多文化共生センターの利用登録に関する要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

定住化傾向にある外国人に、一市民としてまちづくり 本市の外国人登録者数はR3.4.1現在、総人口61,236人
に参加してもらうためには市民との意思疎通と相互の の内、2,298人で3.7％を占めている。
理解を図ることが重要であることから、在住外国人へ 意思疎通を図る手段として外国人に日本語を習得して
の日本語指導、通知文書等の翻訳などの事業を推進す もらうため、在住・在勤の外国人を対象に、日本語ボ
る。 ランティア入門講座受講生を主としたボランティアに
「

令

ＳＤＧｓの取り組み：

和

５，８，10，17」

 

より、毎週水・土曜日

3

午前10時から午前1

年

1時30分まで
、日本

度

語教室を開催している

（

。

ボランティア講師に

2

よる日本語教室を週２

年

回開催。外国人学習者

度

を増やすため、市
R2

実

年度に実施した具体的

施

な 内の外国人がよく利

分

用する施設に依頼しＰ

）

Ｒチラシを配布した。

事

指導法のレベルア
事業

務

の方法、手順、指標に

事

対す ップを目指して、

業

ボランティア向け勉強

目

会を実施し日本語教室

的

の充実に努めた。年
る

評

成果等 １回社会見学を

価

通して外国人に日本の

表

文化に触れてもらう機

様

会を設ける計画をして

式

いたが、令和２年度は

1

新型コロナウイルスの

-

影響で中止した。

事務

1

事業を取り巻く状況は

記

過去と比べ変化してい

入

るか (1)活動指標（

日

事務事業の活動量を表

令

す指標）

本市の基幹産

和

業である自動車関連産

0

業への雇用がある中で

3

名称 単位
、外国人の転

年

出入も多い状況が続い

1

ている。 ① 日本語教室

2

の開催回数 回
変 化

②

月

内 容

対象(この事業

0

の対象、範囲となる人

7

、物) (2)対象指標

日

（対象の大きさを表す

１

指標）

みよし市在住外

事

国人（16歳以上） 名

務

称 単位
① みよし市在住

事

の外国人の人数 人
②

目

業

的(この事業によって

の

上記対象をどのような

現

状態にしたいのか) (

状

3)成果指標（目的の

　

達成度を示す指標）

日

Ｐ

本語教室での学習者数

Ｌ

を増やす 名称 単位
① 日

Ａ

本語教室に通う外国人

Ｎ

学習者の人数 人
②

結果

及

(上位基本事業の意図

び

) (4)結果の成果指

Ｄ

標（上位基本事業の成

Ｏ

果指標）

多文化共生、

事

国際交流の推進を図る

務

名称 単位
① 事業に対し

事

やや満足以上と答えた

業

比率 ％
②

事務事業の各

名

種指標の実績と見込及

N

び目標

H31年度 R2

o

年度 R2年度 R3年度

.

R4年度 R5年度 R6

1

年度
指標 ＼ 年度 単

3

位
実績値 計画値 実績値

0

計画値 目標値 目標値 目

多

標値
(1)の ① 回 69

文

50 62 75 75 75

化

75
活動指標 ②
(2)

共

の ① 人 1,878 1,

生

915 1,955 1,

推

970 1,985 2,

進

000 2,015
対象

事

指標 ②
(3)の ① 人 1

業

26 130 201 13

政

5 140 145 150

策

成果指標 ②
(4)の結

こ

果の ① ％ 37.1 45

の

31.1 40 40 40

事

40
成果指標 ②

予算費

務

目 会計 01 一般会計

事

款 02 項 01 目 18

コ

業

スト 年度 H31年度 R

施

2年度 R2年度 R3年

策

度 R4年度 R5年度 R

の

6年度
実績値 計画値 実

位

績値 計画値 目標値 目標

置

値 目標値
事業費(決算

基

又は予算額)Ａ 単位 7

本

28 1,211 626

事

1,216 1,252

業

1,252 1,252

主

財
源
内
訳

 国庫支出金

管

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

課

県支出金 千円 0 0 0 0

名

0 0 0
 地方債 千円 0

課

0 0 0 0 0 0
 その他

長

千円 30 48 30 30

名

30 30 30
 一般財

こ

源 千円 698 1,16

の

3 596 1,186 1

事

,222 1,222 1

務

,222
人件費Ｂ 千円

事

1,832.6 1,9

業

35.8 2,157.

の

2 3,030.4 3,

開

030.4 3,030

始

.4 3,030.4
正

時

職員従事時間×人数 時

期

間×人 184× 3 14

事

2× 4 158× 4 17

務

9× 5 179× 5 17

区

9× 5 179× 5
正職

分

員以外の人件費 千円 0

法

50 59 59 59 59

定

59
その他の費用Ｃ 千

受

円 179 204 194

託

194 194 194 1

事

94
トータルコストA

務

+B+C 千円 2,73

自

9.6 3,350.8

治

2,977.2 4,4

事

40.4 4,476.

務

4 4,476.4 4,

こ

476.4
単位あたり

の

コスト ① 千円/人 1.

事

5 1.7 1.5 2.3

務

2.3 2.2 2.2
（

事

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

業

)の対象指標）② 千円

の

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

要はありませ
■ ない

ん

業

か？

日本語の理解を深

名

めてもらうためにも、

N

日本語教室での学習者

o

数を増
事業進展等によ

.

る環境変化 □ ある
やす

1

目的に変化はないため

3

。
に伴い、目的を見直

0

す（目
その理由

的の追

多

加・拡充又は絞込）

必

文

要はありませんか？ ■

化

ない

有
効
性

事業の更な

共

る周知を図るためのP

生

R方法を検討する。
今

推

以上に事業の成果を向

進

上

させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

業

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

新型コロナウイ

価

ルス感染症の影響でR

　

2.4,5月の緊急事

Ｃ

態宣言時は日本語教室

Ｈ

開
目的達成状況 内　容

Ｅ

催を中止したが、その

Ｃ

他は計画どおり達成し

Ｋ

た

■民間への一部委託

目

□民間への全部委託
市

的

関与の必要性 □指定管

妥

理 □補助金・負担金助

当

成 □市の直営
内　容

　

性

（実施手法） ボランテ

こ

ィアにより、毎週水・

の

土曜日に日本語教室を

事

開催している。

効
率
性

業

他の事務事業との統合

の

は難しい。
事務事業の

必

統廃合により、

事業の

要

効率化を図り、成果
内

性

　容
を向上させる方法

は

を記入し

て下さい。

本

薄

事業はボランティアの

れ

協力により運営してお

て

り削減は難しい。
現状

得

より事業費・人件費を

ら

削減する方法を記入し

れ

て下

さい。（仕様の変

て

更、外部 内　容
委託、

い

従事時間の削減等は

で

る

きないか？)

公
平
性

必

い

要な教材については、

ま

個人の負担としている

せ

た
■ ある ■ 現状で適正

ん

受益者負担はあります

か

か？ め。
また、受益者

。

負担割合は適 □ ない □

十

検討が必要 内　容
正で

分

すか？
□ 受益者がいな

な

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

成

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

在住外国人支

果

援を考える中で、外国

が

日本語教室で在住外国

理

人の生の声を
事業実施

　

上の課題、住 人のニー

由

ズを把握したり、外国

得

人と 聞き、生活の助け

ら

になるよう今後も
民・

れ

議会等からの意見 意　

て

見 日本人が意見交換し

い

たりする機会が 対応策

ま

日本語を教えていく。

す

と対応策 ない。

日本語

か

教室の運営に携わるボ

？

ランテ 継続して実施す

得

るため、前年度と同
R

ら

3年度の事業計画は前

れ

変　更
ィアの入門講座

て

を春・秋に開催し、 様

い

に実施
年度から変更・

な

追加は 前年度 ・
前期・

い

後期に分けて日本語教

事

室を開
あるか 追　加

催

業

する

今後の事業・コス

進

ト・成果の方向性 今後

展

の事業の方向性、改革

等

・改善案
※今年度から

に

の具体的な事業の進め

よ

方、手段の見直し等、

る

各方向性の内容

　　　

環

　　　　　　□　拡大

境

日本語指導ボランティ

変

アの活動の支援を継続

化

して行い
　　　　　　

あ

　　　□　改善 、より

る

一層の日本語教室の充

に

実を図る。さらに、外

伴

国
　　　　　　　　　

い

■　現状維持 人も一市

、

民としてまちづくりに

対

参加できるようにして

象

　　　　　　　　　□

を

　縮小 、意見交換でき

見

る場について検討して

直

いく。
　　　　　　　

す

　　□　統合
　　　　

（

　　　　　□　完了
　

拡

　　　　　　　　□　

そ

廃止・休止
コストの方

の

向性
　　　　　　　　

理

　→　維持
成果の方向

由

性
　　　　　　　　　

大

→　維持

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 130 多文化共生推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内在住の外国人も地域社会の一員として共に生活する上で
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

、日本語の理解は必要不可欠であり、この事業の必要性の継
いませんか。十分な成果が 理　由

続は必要と考えるため。
得られていますか？ □ 得られていない

様

多文化共生を進めてい

式

く上で、外国人を対象

1

することに変化はない

-

た
事業進展等による環

2

境変化
□ ある め。

に伴

事

い、対象を見直す（拡

務

その理由
大・縮小）必



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 394 友好都市教育親善大使受入事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 多文化共生

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成９年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

友好都市コロンバス市の教育関係者を教育親善大使と 平成８年１０月に友好都市コロンバス市及び市地域教
して招へいし、市内小中学校において友好交流及び国 育事務所との教育提携を契機に、コロンバス市地域学
際交流をより深める。 校との学校間交流を促進させることを目的として開始
 。
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 コロンバス市との交流(学校間交流)を毎年行っている

。

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により事業中止とした。
R2年度に実施した具体的な  
事業の方法、手順、指標に対す
る

令

成果等

事務事業を取り

和

巻く状況は過去と比べ

 

変化しているか (1)

3

活動指標（事務事業の

年

活動量を表す指標）

令

度

和２年度の教育親善大

（

使の来訪は新型コロナ

2

ウイルス感 名称 単位
染

年

症拡大防止のため中止

度

した。 ① 大使数 人
変 

実

化
令和３年度の教育親

施

善大使の来訪は未定。

分

② 滞在日数 日
内 容

対

）

象(この事業の対象、

事

範囲となる人、物) (

務

2)対象指標（対象の

事

大きさを表す指標）

コ

業

ロンバス市からの代表

目

団、教育親善大使、市

的

内小中学生、高校 名称

評

単位
生 ① 大使訪問校数

価

校
② 児童生徒数 人

目的

表

(この事業によって上

様

記対象をどのような状

式

態にしたいのか) (3

1

)成果指標（目的の達

-

成度を示す指標）

みよ

1

し市、コロンバス市の

記

相互について理解を深

入

めることで、国 名称 単

日

位
際交流への関心を持

令

ってもらう。 ① 訪問予

和

定時間に対する実績の

0

割合 ％
② 大使との交流

3

を行った学校の割合 ％

年

結果(上位基本事業の

1

意図) (4)結果の成

2

果指標（上位基本事業

月

の成果指標）

自主的な

0

交流活動をしてもらう

8

。 名称 単位
① 国際交流

日

が重要だと思う人の割

１

合 ％
②

事務事業の各種

事

指標の実績と見込及び

務

目標

H31年度 R2年

事

度 R2年度 R3年度 R

業

4年度 R5年度 R6年

の

度
指標 ＼ 年度 単位

現

実績値 計画値 実績値 計

状

画値 目標値 目標値 目標

　

値
(1)の ① 人 1 1 0

Ｐ

1 1 1 1
活動指標 ② 日

Ｌ

9 10 0 10 10 10

Ａ

10
(2)の ① 校 4 9

Ｎ

0 9 9 9 9
対象指標 ②

及

人 5,759 5,63

び

0 5,630 5,64

Ｄ

8 5,614 5,50

Ｏ

7 5,464
(3)の

事

① ％ 90 100 0 10

務

0 100 100 100

事

成果指標 ② ％ 33 75

業

0 75 75 75 75
(

名

4)の結果の ① ％ 65

N

65 65 65 65 65

o

65
成果指標 ②

予算費

.

目 会計 01 一般会計

3

款 10 項 01 目 02

コ

9

スト 年度 H31年度 R

4

2年度 R2年度 R3年

友

度 R4年度 R5年度 R

好

6年度
実績値 計画値 実

都

績値 計画値 目標値 目標

市

値 目標値
事業費(決算

教

又は予算額)Ａ 単位 4

育

21 348 0 348 3

親

48 348 348

財
源

善

内
訳

 国庫支出金 千円

大

0 0 0 0 0 0 0
 県支

使

出金 千円 0 0 0 0 0 0

受

0
 地方債 千円 0 0 0

入

0 0 0 0
 その他 千円

事

0 300 0 300 30

業

0 300 300
 一般

政

財源 千円 421 48 0

策

48 48 48 48
人件

こ

費Ｂ 千円 1,211.

の

8 1,211.8 84

事

6.6 1,211.8

務

1,211.8 1,2

事

11.8 1,211.

業

8
正職員従事時間×人

施

数 時間×人 365× 1

策

365× 1 255× 1

の

365× 1 365× 1

位

365× 1 365× 1

置

正職員以外の人件費 千

基

円 0 0 0 0 0 0 0
その

本

他の費用Ｃ 千円 37 3

事

7 0 37 37 37 37

業

トータルコストA+B

主

+C 千円 1,669.

管

8 1,596.8 84

課

6.6 1,596.8

名

1,596.8 1,5

課

96.8 1,596.

長

8
単位あたりコスト ①

名

千円/校 417.5 1

こ

77.4 0 177.4

の

177.4 177.4

事

177.4
（ﾄｰﾀﾙ

務

ｺｽﾄ/(2)の対象

事

指標）② 千円/人 0.

業

3 0.3 0.2 0.3

の

0.3 0.3 0.3

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

す（拡
その理由 い。

大

業

・縮小）必要はありま

名

せ
■ ない

んか？

新型コ

N

ロナウイルスにより中

o

止した令和２年度を除

.

いて、毎年交流を
事業

3

進展等による環境変化

9

□ ある
続けていること

4

事業であり、コロンバ

友

ス市との学校間交流が

好

恒例にな
に伴い、目的

都

を見直す（目
その理由

市

っており、今後も同じ

教

目的で続けていく必要

育

がある。
的の追加・拡

親

充又は絞込）

必要はあ

善

りませんか？ ■ ない

有

大

効
性

教育親善大使が毎

使

年市内すべての小中学

受

校を訪問し交流を深め

入

る。
今以上に事業の成

事

果を向上

させる方法を

業

記入して下さ

い。 内　

２

容
※(3)の成果指標

評

を向上させる

　ことは

価

できますか？

コロンバ

　

ス市との学校間交流が

Ｃ

恒例になってきており

Ｈ

、目標はおおむね達成

Ｅ

で
目的達成状況 内　容

Ｃ

きている。

■民間への

Ｋ

一部委託 □民間への全

目

部委託
市関与の必要性

的

□指定管理 □補助金・

妥

負担金助成 □市の直営

当

内　容
　（実施手法）

性

みよし市小中学校国際

こ

交流委員会に業務委託

の

し、市内小中学校の国

事

際交流の推
進を図って

業

いる。

効
率
性

対象、目

の

的が同じ事業はなく、

必

統廃合はできない。
事

要

務事業の統廃合により

性

、

事業の効率化を図り

は

、成果
内　容

を向上さ

薄

せる方法を記入し

て下

れ

さい。

大使が訪問した

て

際は、ホームステイす

得

るなど経費削減に努め

ら

ている。
現状より事業

れ

費・人件費を

削減する

て

方法を記入して下

さい

い

。（仕様の変更、外部

る

内　容
委託、従事時間

い

の削減等は

できないか

ま

？)

公
平
性

学校教育法

せ

に基づき、学校の設置

ん

者は学校を管理
□ ある

か

■ 現状で適正
受益者負

。

担はありますか？ し、

十

学校の経費を負担する

分

こととなっている。
ま

な

た、受益者負担割合は

成

適 ■ ない □ 検討が必要

果

内　容
正ですか？

□ 受

が

益者がいない

３
改
革
改

理

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特

　

に意見及び課題はない

由

。 なし。
事業実施上の

得

課題、住
民・議会等か

ら

らの意見 意　見 対応策

れ

と対応策

令和２年度の

て

教育親善大使の来訪は

い

令和３年度は教育親善

ま

大使の来訪は
R3年度

す

の事業計画は前 変　更

か

新型コロナウイルス感

？

染症拡大防止 未定であ

得

る。
年度から変更・追

ら

加は 前年度 ・
のため中

れ

止した。
あるか 追　加

て

今後の事業・コスト・

い

成果の方向性 今後の事

な

業の方向性、改革・改

い

善案
※今年度からの具

事

体的な事業の進め方、

業

手段の見直し等、各方

進

向性の内容

　　　　　

展

　　　　□　拡大 小中

等

学校における国際交流

に

を促進するために継続

よ

する
　　　　　　　　

る

　□　改善 ことが必要

環

である。
　　　　　　

境

　　　■　現状維持
　

変

　　　　　　　　□　

化

縮小
　　　　　　　　

あ

　□　統合
　　　　　

る

　　　　□　完了
　　

に

　　　　　　　□　廃

伴

止・休止
コストの方向

い

性
　　　　　　　　　

、

→　維持
成果の方向性

対

　　　　　　　　　→

象

　維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 394 友好都市教育親善大使受入事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

毎年交流を続けていることで、コロンバス市との学校間交流
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

が恒例になってきている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

訪問時は教育親善大使が市内４小中

様

学校を訪問し交流を深

式

めているが
事業進展等

1

による環境変化
□ ある

-

、大使のスケジュール

2

の都合ですべての小中

事

学校を訪問するのは難

務

し
に伴い、対象を見直



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 419 友好都市中学生派遣事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 多文化共生

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成１０年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

友好都市コロンバス市へ市内中学校の代表生徒を派遣 「２１世紀の教育提携書」に基づく交流の推進を図る
し、国際交流、地域間交流を推進する。 ことを目的としている。
 海外から帰国する生徒も増えており、国際的な感覚の
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 重要性が増している。

令和２年度は新型コロナウイルス感染症により事業を中止した。
R2年度に実施した具体的な 【参考】令和元年度は、友好都市コロンバス市へ派遣する中学生を募集・選考し、
事業の方法、手順、指標に対す ８月２１日から３０日までの日程で派遣し

令

た。現地では市長の表

和

敬訪問や市内視察
る成

 

果等 をしたり、ホーム

3

ステイ先の子供と学校

年

での生活を体験した。

度

（市内４中学校から
男

（

女それぞれ２人ずつの

2

合計１６人を派遣。）

年

事務事業を取り巻く状

度

況は過去と比べ変化し

実

ているか (1)活動指

施

標（事務事業の活動量

分

を表す指標）

令和２年

）

度及び令和３年度の派

事

遣は中止となった。 名

務

称 単位
 ① 研修回数 回

事

変 化
② 派遣人数 人

内

業

 容

対象(この事業の

目

対象、範囲となる人、

的

物) (2)対象指標（

評

対象の大きさを表す指

価

標）

市内中学２年生 名

表

称 単位
① 中学２年生生

様

徒 人
②

目的(この事業

式

によって上記対象をど

1

のような状態にしたい

-

のか) (3)成果指標

1

（目的の達成度を示す

記

指標）

異文化を直に体

入

験することで国際視野

日

を広げ、国際理解を深

令

める 名称 単位
。 ① 交流

和

を深めたと感じる生徒

0

数 人
② コロンバス市派

3

遣団員生徒数 人

結果(

年

上位基本事業の意図)

1

(4)結果の成果指標

2

（上位基本事業の成果

月

指標）

自主的な交流活

0

動をしてもらう。 名称

8

単位
① 国際交流の推進

日

が重要だと思う人の割

１

合 ％
②

事務事業の各種

事

指標の実績と見込及び

務

目標

H31年度 R2年

事

度 R2年度 R3年度 R

業

4年度 R5年度 R6年

の

度
指標 ＼ 年度 単位

現

実績値 計画値 実績値 計

状

画値 目標値 目標値 目標

　

値
(1)の ① 回 8 0 0

Ｐ

8 8 8 8
活動指標 ② 人

Ｌ

16 0 0 16 16 16

Ａ

16
(2)の ① 人 59

Ｎ

8 622 610 654

及

618 591 578
対

び

象指標 ②
(3)の ① 人

Ｄ

16 0 0 16 16 16

Ｏ

16
成果指標 ② 人 16

事

0 0 16 16 16 16

務

(4)の結果の ① ％ 6

事

5 65 65 65 65 6

業

5 65
成果指標 ②

予算

名

費目 会計 01 一般会

N

計 款 10 項 03 目 02

o

コスト 年度 H31年度

.

R2年度 R2年度 R3

4

年度 R4年度 R5年度

1

R6年度
実績値 計画値

9

実績値 計画値 目標値 目

友

標値 目標値
事業費(決

好

算又は予算額)Ａ 単位

都

4,951 6,692

市

0 6,692 6,69

中

2 6,692 6,69

学

2

財
源
内
訳

 国庫支出

生

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

派

 県支出金 千円 0 0 0

遣

0 0 0 0
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

業

他 千円 4,307 4,

政

543 0 4,024 4

策

,024 4,024 4

こ

,024
 一般財源 千

の

円 644 2,149 0

事

2,668 2,668

務

2,668 2,668

事

人件費Ｂ 千円 1,07

業

9 498 498 1,0

施

79 1,079 1,0

策

79 1,079
正職員

の

従事時間×人数 時間×

位

人 325× 1 150×

置

1 150× 1 325×

基

1 325× 1 325×

本

1 325× 1
正職員以

事

外の人件費 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
その他の費用

主

Ｃ 千円 12 0 0 12 1

管

2 12 12
トータルコ

課

ストA+B+C 千円 6

名

,042 7,190 4

課

98 7,783 7,7

長

83 7,783 7,7

名

83
単位あたりコスト

こ

① 千円/人 10.1 1

の

1.6 0.8 11.9

事

12.6 13.2 13

務

.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

事

/(2)の対象指標）

業

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

の

0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ことは、今日のグロー

業

バル社会に
事業進展等

名

による環境変化 □ ある

N

とって必要であり、目

o

的を見直すことはでき

.

ない。
に伴い、目的を

4

見直す（目
その理由

的

1

の追加・拡充又は絞込

9

）

必要はありませんか

友

？ ■ ない

有
効
性

派遣団

好

の人数を増やし、多く

都

の生徒が異文化を体験

市

する機会を増やす。
今

中

以上に事業の成果を向

学

上

させる方法を記入し

生

て下さ

い。 内　容
※(

派

3)の成果指標を向上

遣

させる

　ことはできま

事

すか？

派遣された生徒

業

の派遣報告から、国際

２

理解は深まっている。

評

目的達成状況 内　容

■

価

民間への一部委託 □民

　

間への全部委託
市関与

Ｃ

の必要性 □指定管理 ■

Ｈ

補助金・負担金助成 □

Ｅ

市の直営
内　容

　（実

Ｃ

施手法） みよし市友好

Ｋ

都市中学生派遣団に補

目

助金を交付している。

的

効
率
性

対象、目的が同

妥

じ事業はなく、統廃合

当

はできない。
事務事業

性

の統廃合により、

事業

こ

の効率化を図り、成果

の

内　容
を向上させる方

事

法を記入し

て下さい。

業

コロンバス市での滞在

の

期間はホームステイす

必

るなど、経費削減に努

要

めている。
現状より事

性

業費・人件費を

削減す

は

る方法を記入して下

さ

薄

い。（仕様の変更、外

れ

部 内　容
委託、従事時

て

間の削減等は

できない

得

か？)

公
平
性

派遣され

ら

る生徒１人あたり６０

れ

，０００円を負担
■ あ

て

る ■ 現状で適正
受益者

い

負担はありますか？ し

る

ている。
また、受益者

い

負担割合は適 □ ない □

ま

検討が必要 内　容 負担

せ

金を高くすると家庭の

ん

経済状況により応募で

か

正ですか？ きない生徒

。

も出てくると思われる

十

。
□ 受益者がいない

３

分

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

な

Ｏ
Ｎ

学校から、団長を

成

務める校長先生の 団長

果

を務める校長先生の所

が

属校から
事業実施上の

理

課題、住 所属校からも

　

引率教諭が必要という

由

の引率教諭を追加する
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